
 

 

東日本大震災 科学者が語る－１－ 

｢見えた弱み 克服を｣ 

マグニチュード（M）9.0 の巨大地震と大津波が発生、東京電力福島第一原子力発電所は制御不

能になり、今なお、危うい状況が続く。惨事の連鎖に科学技術の弱みがあらわになった。東日本

大震災から何を学ぶべきか。科学者に語ってもらう。 

 

以下の赤字●は黒川のコメント； 滝さんとは 1 時間ほど話しましたが、限られてスペースでうまく

まとめてくれました。ですから、ちょっとコメントなどを加えました。ほとんどは、このサイトで常日頃

から言っていることです。 

 

 

｢危機に強い人育てよ｣             政策研究大学院大学  黒川 清 

―原発事故は日本の科学技術への信頼を揺るがせた。 

 

■ 日本の科学技術は 1995 年の阪神大震災のころから揺らいでいた。阪神の前年に米カリフォ

ルニア州で起きた地震で高速道路が倒れ、それをみた日本の専門家は｢日本では起きない｣

と言った。１年後に阪神高速が倒壊したが、その原因は手抜き工事だった。モノをつくる現場

力はあっても、公共工事をめぐる政産官のトライアングルが品質を損なわせた。そうした例は

たくさんある。 

● この頃から、いくつもの「ユルユル」のみっともない事故が多発しましたね。いろいろ不都合な

ことがバレてきました。JR 西日本のトンネル落石事故、東芝、雪印、銀行の不祥事、14 都銀

の合併と IT 事故、バケツでウランを混ぜた事故、役所の不祥事などなど。 

 

■ 日本の高度成長を支えたのは大学卒のエリート技術者ではなかった。工業専門学校などを

出て現場の血と汗と涙を知る人たちだ。頭でっかちで挫折の経験のない大卒の技術者が増

えて日本の技術力はじわじわ弱まっていたのだが、成長がそれを覆い隠してきた。 

● 1960 年ごろの大学進学率は 10%程度、今では 50%。この間、大学は基本的に 4 年のモラトリ 

ウムだった。この時代、どれだけ激しく勉強した人がいるのだろうか？キャンパスのレジャーラ 

ンド化の時代だった。 

 

―大震災と原発事故への対応でも問題点は多い。 

 

■ 日本の強みと弱みが明らかになった。現場には力が有るが、組織の中堅以上のマネジメント

能力が欠けている。東京電力だけではない。中央官庁もそうであることがあらわになった。 

 

■ 相にも変わらず、年功序列で単線のキャリアコースの中で危機に対処できる人材が育ってい

ない。実力のある人間が出世せず、リスクをとらない人間が偉くなる。20 年以上前から指摘さ

れてきたが、何も変わっていないことが改めてわかった。事故への対応のまずさで日本の国

際的な信用はがた落ちだ。 



● 外から見る「日本」を、直感的に感じ取ることの出来る人が少ない。独立した「個人」として海 

外で、仕事でも、勉強でも実体験して人たちが、人口に比しても、あまりにも少ない。 

 

―信用回復には何が必要か。 

 

■ 政府が国際的な調査委員会を組織し、東電や原子力安全・保安院はそこにすべてのデータ

を提出し、国際委が事故を分析し公表することだ。外国人が 1、2 人加わるのではなく海外の

専門家が多数を占める必要がある。日本人が多数の委員会では隠し事をすると疑いの目で

みられる。 

● いろいろ利害関係もあって、なかなか本音で話せない。このような「世界に開かれた」委員会 

設置は「風評対策」としてきわめて大事な要素。日本の電力、通産省（元）、保安院、原子力 

委員会の関係、組織のあり方など、世界の専門家は皆知っている。 

 

■ 原子力の利用を続ける世界の国々は、今回の事故から多くのことを学べると考えている。そ

の機会を日本が提供し失敗をチャンスに変えることができる。 

● これが「第 3 の開国」の本当のあり方なのだが、理解する人が少ない。 

 

―原発事故対応ではほかに何が欠けているのか。 

 

■ 人間への配慮が欠けている。政府は周辺の住民の健康に影響するデータを出さないし、住

民の被爆（ひばく）状況のモニタリングもしていない。海洋汚染も国際社会の信用を失わせた。

海に汚染水を捨てても薄まって大きな影響はないかもしれないが、きちんと追跡調査して周

辺国が受ける影響を調べ公表する必要がある。 

 

―科学者らの発信力も弱く、事故対策で日本の英知を結集する形になかなかならない。 

 

■ 日本の大学は文部科学省の下部機構にすぎない。政府の取り組みに意見を言える人は少な

い。日本の科学者は自分の研究分野では優れている人も多いが、そこしかわからないという

狭い視野しか持ってこなかった。それでよいと長年思ってきた。社会と積極的にかかわろうと

しない。知的なレベルが高い人ほど頭の中は｢鎖国状態｣だ。 

● しかも、広い世界で退路を断って他流試合をしてきたことのない人たちがほとんど。 

 

―どうすれば変わるのか。 

 

■ 若い人が目上の人たちを追い出すしかない。若者も単にインターネットで得た知識を披瀝（ひ

れき）するのではなく、ネットを使って自分たちがどう社会を変えられるか真剣に考えるべき時

だ。 

（聞き手は編集委員 滝順一） 
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